
主に必要な許認可の協議、諸⼿続（※）

再エネ特措法
P24〜26

⼟地改良法
P10〜13

河川法
P14〜20

電気事業法
P21,22

電⼒会社
P23

計 画 段 階

＜導⼊可能性の検討＞
発電候補地点選定

基礎調査
経済性等の評価など

必要な諸元が固まった段階で、それぞれ予備協議等の事前調整を実施

＜仕様・⼯事費の確定＞

申請

＜実施設計＞ ・ 他⽬的使⽤
申請 ・ ⽔利使⽤許可

(登録)申請

・ ⼯事計画
・ 保安規程
・ 主任技術者選

任の届け出

・ アクセス検討
協議

・ 承認（契約） ・ ⽔利使⽤許可
(登録)

＜完了検査＞

＜⼯事発注＞

＜⼯事着⼿＞

＜⼯事実施・施⼯管理＞

施 設 整 備 段 階

⼩ ⽔ ⼒ 発 電 設 備 の 運 転 ・ 維 持 管 理
※ その他、⾃然公園法、⾃然環境保全法、森林法、農地法、建築基準法、消防法などの法令⼿続きが必要になる場合がある。

また、協議・諸⼿続のタイミング等については、地区状況等により異なる。

・ ⾃主検査
・ 安全管理審査
・ 保安規程の

提出

・現地試験
・連系開始

・ 河川管理者に
よる検査

・設備認定

・ 本協議、契約
申込

・ 接続契約締結

（概ね１年）

（概ね１〜２年）

（概ね１〜３年）

⽔⼒等発電施設導⼊の流れ

受理

○ 農業⽔利施設を活⽤した⼩⽔⼒発電施設の導⼊のためには、設置個所の施設や河川等の管理者、電⼒事業者との
調整が必要となります。
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⼟地改良施設の利⽤⼿続き（⼟地改良施設）
○ 農業⽔利施設（⼟地改良施設）は、農業⽣産の維持・向上を図る⽬的で造成された施設であり、農業⽔利施

設を発電に利⽤する場合には、本来の⽤途や⽬的と異なるため、発電主体は、施設所有者の承認を得て、施設
管理受託者と契約を締結するための⼿続きが必要です。

〈ダム・頭⾸⼯等〉 〈農業⽤⽤排⽔路〉

1.1%

16.2%

24.1%58.1%

0.5%

国 都道府県 市町村 土地改良区 その他

0.4% 2.6%

37.9
%

58.9
%

0.2%

【管理主体別の構成比（譲与を含む）】

⼟地改良事業により造成された施設は、⼟地改良法⼜は条例に基づき維持管理されています。
①国営事業による造成施設については、⼟地改良区等に管理委託⼜は譲与し、⼟地改良区等が管理
②都道府県営事業による造成施設については、⼟地改良区等に管理委託⼜は譲与し、⼟地改良区等が管理
③団体営事業による造成施設については、造成主体の⼟地改良区等が原則、管理

農業⽤⽔路等の管理者

施設の管理は、その多くが⼟地改良区にゆだねられている。

①

③

②
③

④

⑦

⑥

⑤

⼟地改良施設の帰属主体と管理主体の関係

国
（農林⽔産省）

国
（農林⽔産省）

国
（農林⽔産省）

都道府県 都道府県 都道府県

市町村
⼟地改良区等

市町村
⼟地改良区等

市町村
⼟地改良区等

【建設主体】 【所有主体】 【管理主体】

国
営

都
道
府
県
営

団
体
営

① ⼟地改良法第９４条の３による譲与（条件付譲与）
② 条例による譲与（地⽅⾃治法）
③ ⼟地改良法第８５条による直轄管理
④⑤⼟地改良法第９４条の６による管理委託
⑥ ⼟地改良法第９４条の１０⼜は条例による管理委託
⑦ ⼟地改良法第５７条による管理（造成主体の管理義務）

⼟地改良法
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⼟地改良施設の利⽤⼿続き（⼿続きの流れ）

○ ⼟地改良事業で整備した施設を活⽤して発電する場合は、⼟地改良法上、本来の⽤途や⽬的と異なるため、
施設所有者の承認が必要です。

地⽅農政局⻑等管理受託者
（⼟地改良区等）

他⽬的使⽤等申請者

④
承

認

③
承
認
申
請

①
申

請

⑥
契

約

⑤承 認

②申 請

※農村振興局⻑の承認を必要とするものは、
ダム、頭⾸⼯、揚⽔施設並びに⽔路を発電事
業⼜は⽔道事業の⽤に供する場合（国が建設
費負担相当額を徴収する場合）

⼩⽔⼒発電を実施する場合の条件と⼿続き
施設の本来の⽤途・⽬的を妨げない限度において、管理受託者たる⼟地改良区等は、⼩⽔⼒発電を実施しようとする者に

他⽬的使⽤を認めるか否かについて判断し、認めようとする場合は、農政局⻑等へ承認を申請することとされています。
ただし、国営造成施設、県営造成施設等の区分によって事務⼿続きが変わることに注意が必要です。

⼟地改良区の定款変更
⼩⽔⼒発電を実施する場合の⼿続きの流れ（国営造成施設の場合）

農村振興局⻑
⼟地改良区は、
・附帯事業として発電事業を⾏う場合
・⼟地改良区以外の者が発電事業を⾏うために、施設

を他⽬的使⽤させる場合
には、いずれの場合も附帯事業として定款に定める必
要があります。

⼀義的に管理受託者たる⼟地改良区等の意向が尊重される仕組みになっています。

⼟地改良法

⼟地改良区は、⾃らが附帯事業として発電事業を⾏う
場合は、定款に発電事業について定める必要があります。

また、第三者が発電事業を⾏うために施設を他⽬的使
⽤させる場合は、定款に附帯事業として他⽬的使⽤につ
いて定めた上で、当該第三者と他⽬的使⽤契約を締結す
る必要があります。

なお、定款の変更は、総(代)会での議決及び都道府県
知事の許可が必要となります。
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⼟地改良施設の利⽤⼿続き（使⽤料）
他⽬的使⽤料徴収の流れ

他⽬的使⽤者は、施設の利⽤状況等に応じた他⽬的使⽤料（施設使⽤負担額及び維持管理費負担額）の⽀払いが求めら
れる仕組みとなっています。

他⽬的使⽤料徴収の流れ

かんがい⽤⽔の⽔利使⽤
に従属する場合

かんがい⽤⽔の⽔利使⽤
に従属しない場合

〇 維持管理費負担額
→ ⼟地改良区等の管理者が徴収

〇 施設使⽤負担額
→ ⼟地改良区等の管理者が徴収
※国は建設費負担相当額を徴収せず

〇 維持管理費負担額
→ ⼟地改良区等の管理者が徴収

〇 施設使⽤負担額
●耐⽤年数内（建設費負担相当額）

→ 国、県・市町村、⼟地改良区等の建設費負担者が負担割合に
応じて徴収

●耐⽤年数切れ
→ ⼟地改良区等が徴収

⽔利権 使⽤料

⼟地改良区が⾃ら造成した施設や、国等から⼟地改良区に譲与された施設
の他⽬的使⽤については、⼟地改良区の内部規定（定款等）に基づく⼿続き
が必要となる（農政局⻑等の承認は不要）。

⼟地改良法
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⼟地改良施設の利⽤⼿続き（事例）
⺠間事業者等による発電

⼟地改良区等施設管理者以外（⺠間の企業・団体等）が農業⽔利施設を利⽤して発電を⾏う場合、農業⽔利施設本来の
⽤途⼜は⽬的を妨げない範囲内で使⽤する必要があり、⼟地改良区等の施設管理者と発電主体（⺠間の企業・団体等） と
の間で⼟地改良施設の他⽬的使⽤の契約を結ぶ必要があります。

⺠間企業による農業⽔利施設を利⽤した発電事業例
（県営造成施設を利⽤）

施設所有者
（B県）

施設管理者
（A⼟地改良区）

②連絡

調整

③他⽬的使⽤や
⼯事に係る申請

発電主体
（C⺠間企業）

④承認

市町村
（D町）

⑤他⽬的使⽤の契約
・発電事業の実施
・施設使⽤料の納⼊ 等

①相談・調整
・発電事業の実施
・施設の使⽤ 等

②ʻ定款や維持管理計画
の確認・必要に応じ
て変更

⑥総代会等で報告

⑦事業⼿続き
事業実施

⼩⽔⼒発電導⼊に係る他⽬的使⽤契約等の指針事例（⼭形県）

⼟地改良法
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※︓従属元のかんがい⽤⽔から増量する場合は、⾮従属発電。

通常の⽔⼒発電 従属発電 ⾮従属発電

減⽔区間の有・無 有 無 有（※）

⽔利権の許可・登録 許可 登録 許可

河川法の⼿続き(許可と登録) 河川法

※従属元のかんがい用
水から増量する場合は
非従属発電（許可）

※従属元のかんがい用
水から増量する場合は
非従属発電（許可）

○ 河川を流れる⽔を利⽤して⼩⽔⼒発電を⾏う際、河川法に基づく⼿続き（発電⽤⽔利権取得）が必要です。
○ 既に許可を受けている⽔量を利⽤して発電を⾏う場合、従属発電として⽐較的簡易な登録の⼿続きにより⽔

利権を取得できます。
〇 既に許可を受けている⽔量を超えて取⽔し発電する場合（⾮従属発電）や新たに河川へ減⽔区間を⽣じさせ

るものは、許可申請での⽔利権の取得を⾏います。
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河川法の⼿続き(必要となる範囲のイメージ︓農業⽤⽔) 河川法

農業用水路

排水路

田田取水堰

河川へ放流

排水時点※
河川区域

※ 排水時点より後であっても、水利使用許可された農業用水に、配水に必要な水位確保のためなどの
水路維持用水として河川の水が含まれる場合や農業用水が使用しない施設容量を活用するため、田
からの排水に加えて発電用水を新たに取水する場合は と同じ扱いになります。

設置場所（色）
必要な手続き

水利使用の許可又は登録 要 要 要

土地の占有の許可 要 要

工事の許可 要 要

河川保全区域内での工事の許可 要 要

河
川

田 田田

田田

河川から取水

（凡例）

発電所を設置する場所により、河川法の手続が必要な場合と不要な場合があります。

（発電所を水色の範囲に設置する場合には、河川法に基づく許可手続は、基本的には必要ありません。）
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■非かんがい期等における水利使用手続の簡素化（H25.7.1
室長通知）

■非かんがい期等における水利使用手続の簡素化（H25.7.1
室長通知）

・既存の河川環境資料がある場合、新たな調査を省略可
・動植物に係る調査は文献や聞き取りでも可
・地方整備局等の支援窓口を通じ、調査結果を積極的に提供

・調査、申請書類作成
に係る負担軽減

①登録制を適用した従属発電用水利権の取得

慣行水利権の取水量を確認（最低１年間で半旬毎）し、
慣行水利権の範囲内で発電を行うことが明らかになれば、
登録制を適用

②慣行水利権はそのままで、新規の発電用水利権を申請
する場合の調査内容等について簡素化

措置前 手続の簡素化・円滑化の取組 効 果

・慣行水利権が多い中
山間地域の農業水利
施設を活用した小水
力発電の導入推進に
寄与

・審査要件の明確化（一定の要件を満たせば登録）
・関係行政機関との協議等不要

・申請書類作成に係る
負担軽減

・手続処理期間の短縮
登録の場合：５ヶ月 → １ヶ月

１．従属発電

・１級河川指定区間の1000kW未満の発電水利権の許可権限
を、国土交通大臣から都道府県知事等に移譲

・手続処理期間の短縮

２．新規の発電用水利権取得

３．慣行水利権の取扱い

■従属発電への登録制の導入
（河川法H25.12.11施行）

■水利使用区分の見直し等
（河川法施行令 H25.4.１施行）

■非かんがい期等における水利使用手続の簡素化
（H25.7.1）

■慣行水利権を利用した発電用水利権の取得
（H25.12.11）

○ ⼩⽔⼒発電の推進に向け、平成25年に従属発電への登録制の導⼊、⽔利使⽤区分の⾒直し、⽔利使⽤⼿続
きの簡素化等、河川法に基づく⼿続の簡素化・円滑化が図られています。

河川法の⼿続きの簡素化・円滑化（１）

・河川の生態系や景観への影響調
査や河川維持流量の検討等が必
要。

・申請書類が簡素化されたが、関係
行政機関との協議等を経て許可。

・１級河川の全発電水利権は、出力
規模に関わらず、国土交通大臣の
許可。

・慣行水利権を利用した新規の発電
水利権の許可を行う場合の要件が
明確でない。

河川法
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（都道府県知事管理区間）

〇 河川法に基づく⼿続きにあたり、⼩⽔⼒発電（1,000ｋｗ未満）のためにする⽔利使⽤については、⽔利使
⽤区分を⾒直し、許可権者を国⼟交通⼤⾂から都道府県知事⼜は政令市⻑へ移譲。これにより許可までの期間
が短縮され、申請者の負担が軽減されます。

河川法の⼿続きの簡素化・円滑化（２） 河川法

※一級河川直轄区間や二級河川においては、関係行政機関の長への
協議等関係手続を一部簡素化

※一級河川直轄区間では、国土交通大臣が出力の規模に関わらず
許可権者となる

小
水
力
発
電
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河川法の⼿続きの簡素化・円滑化（３） 河川法

○ ⾮従属発電の⽔利権の取得は許可制となっていますが、以下のとおり⼿続きの簡素化が図られています。

⽔⼒発電計画の概要

発電に使⽤する⽔量の根拠

河川流量の確認資料

発電のための取⽔が
可能かどうかの計算書

治⽔・利⽔・環境への対策

発電施設の
構造計算書、設計書

関係河川使⽤者の同意書

通常の発電の水利使用許可の申請に
必要な主な書類

主な記載内容
・発電の⽬的、発電期間、最⼤取⽔量、最⼤発電量など

主な記載内容
・取⽔地点の河川流量から、利⽤可能な発電使⽤⽔量を検証

主な記載内容
・治⽔への影響（既存施設活⽤の場合特に検討不要）
・他の河川利⽤者、動植物や景観から河川維持流量を設定

通知による簡素化
・河川維持流量が設定され、河川環境に係る資料が存在する場合は

新たな調査を省略
・動植物に係る調査は、⽂献や聞き取りでも可能
・地⽅整備局⽀援窓⼝を通じ、所有する調査結果を積極的に提供

主な記載内容
・河川区域でなければ⼯事概要のみ

主な記載内容
・減⽔区間に利⽔者、漁業者があれば同意書を添付

通知による簡素化
・河川管理者等が調査した河川流量データの活⽤可能
・他の観測所等の流量データからの換算データ活⽤も可能
・地⽅整備局⽀援窓⼝を通じ、所有する調査結果を積極的に提供
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かんがい⽤⽔など既に許可を得ている流⽔を利⽤して発電を⾏う場合、河川法第２３条の２（流⽔の占⽤の登録）に基づく
登録の⼿続きを⾏う必要があります。

登録権者は、従属元（例︓かんがい⽤⽔）の⽔利使⽤の許可権者と同じになります。標準的な処理期間の⽬安は１ヶ⽉と
なっています。（ただし、補正に要する期間は除く。）※なお、都道府県が登録権者の場合は、これに準じて条例で定めた期
間となる。

登録申請書には以下のような書類を添付する必要があります。

（１）登録申請の⼿続き

（２）登録権者と処理期間

（３）登録申請書に必要な主な書類

発電⽤⽔利権の登録申請 河川法

※登録申請において必要な図書の内容は、河川法施⾏規則第１１条の２に定められており、規定されているもの以外の図書の提出は求めない。
※河川区域内等に⼯作物を設置する場合は、登録申請と同時に河川法第24条、第26条第１項等の許可申請が必要となる。
※新たに⽔路等を設置せず、既存の⽔路に直接発電設備を設置する場合は、平⾯図は省略可。

⽔⼒発電計画の概要

発電に使⽤する⽔量の根拠

河川流量の確認資料 発電のための取⽔が
可能かどうかの計算書

治⽔・利⽔・環境への対策

発電施設の
構造計算書、設計書

関係河川使⽤者の同意書
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新たに河川から発電を⽬的として取⽔する場合、河川法第２３条（流⽔の占⽤の許可）に基づく許可を得る必要があります。

許可権者は、河川区分や発電規模により異なります。標準的な処理期間の⽬安は国⼟交通⼤⾂が⾏うものは１０ヶ⽉、各地⽅
整備局⻑等が⾏うものは５ヶ⽉となっています。（ただし、補正に要する期間は除く。）※なお、都道府県が許可権者の場合は、
これに準じて条例で定めた期間となる。

許可申請書には以下のような書類を添付する必要があります。

（１）許可申請の⼿続き

（２）許可権者と処理期間

（３）許可申請書に必要な主な書類

発電⽤⽔利権の許可申請 河川法

⽔⼒発電計画の概要

発電に使⽤する⽔量の根拠

河川流量の確認資料 発電のための取⽔が
可能かどうかの計算書

治⽔・利⽔・環境への対策

発電施設の
構造計算書、設計書

関係河川使⽤者の同意書

※許可申請において必要な図書の内容は、河川法施⾏規則第１１条に規定されている。
※河川区域内等に⼯作物を設置する場合は、許可申請と同時に河川法第24条、第26条第１項等の許可申請が必要となる。
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電
気
⼯
作
物

事業⽤電気⼯作物

⼀般⽤電気⼯作物

⾃家⽤電気⼯作物

電気事業の⽤に
供する電気⼯作物

【⼩⽔⼒】（ダムを伴わない）
発電出⼒20ｋW未満

電気事業法に基づく
⼯事計画の事前届出
、保安規程の届出、
主任技術者の選任・
届出が必要

電気事業法では、電気⼯作物を維持するため技術基準が定められています。⼀般⽤電気
⼯作物でもこの基準を遵守する必要があります。

電気⼯作物の区分（⼟地改良法が適⽤される施設の場合）

「事業⽤電気⼯作物」は、「電気事業の⽤に供する電気⼯作物」と「⾃家⽤電気⼯作物」の総称であり、「電気事業
の⽤に供する電気⼯作物」は電気事業者の発電所、変電所、送配電線路などの電気⼯作物、「⾃家⽤電気⼯作物」は電
気事業者から⾼圧（600ボルト以上）の電圧で受電している事業場等の電気⼯作物です。

「⼀般⽤電気⼯作物」は、電気事業者から低圧（600ボルト以下）の電圧で受電している場所等の電気⼯作物をいい
ます。
☆必要となる⼿続きは、システムの出⼒規模や電圧の種別によって異なります。

⼩⽔⼒発電を実施する場合の条件と⼿続き

電気事業法について
○ ⼩⽔⼒発電施設は、電気事業法において「電気⼯作物」として位置づけられ、⼀定規模以上の発電事業を⾏

う場合は協議・諸⼿続きが必要となります。

電気事業法
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電気事業法に基づく届出・選任規定

事業⽤電気⼯作物と位置づけられる施設では、電気事業法に準じて協議・諸⼿続きが必要となります。

電気事業法に基づく届出・選任規定

※１︓⼟地改良法が適⽤される施設（ダム除く）に設置する場合、選任は不要
※２︓⼟地改良法が適⽤される施設（ダム除く）に設置する場合、届出不要
※３︓従来は、最⼤使⽤⽔量1m3/s以上の場合は「事業⽤電気⼯作物」とされていたが、出⼒20kW未満かつ⼟地改良法が適⽤される施設（ダム除く）

に設置する場合、使⽤⽔量に関わらず「⼀般⽤電気⼯作物」として扱うよう⾒直し(これに伴い、保安規程の届出と電気主任技術者の選任は不要)
※４︓電気主任技術者の免状の交付を受けた者がいない場合であっても条件に該当すれば、国の許可を得て電気主任技術者として選任することができる。
出典︓「⼩型の⽔⼒発電設備及び汽⼒発電設備の保安規制の⾒直し」（平成23年4⽉︓経済産業省）、「平成26年経済産業省告⽰第111号」（平成26年

3⽉31⽇︓経済産業省）及び「電気事業法施⾏規則の⼀部改正並びに関係告⽰の制定及び廃⽌について」（平成27年4⽉︓経済産業省）を基に作成

⼩⽔⼒発電施設における電気事業法に基づく届出・選任について
（⼟地改良法が適⽤される施設に設置する場合）

電気事業法

⼯作物
の種類

ダム・堰
の有無

最⼤
使⽤⽔量 出⼒ 保安規程 電気※４

主任技術者
ダム⽔路

主任技術者 ⼯事計画

事業⽤
電気⼯作物

[⾃家⽤
電気⼯作物]

あり 流量に関わらず 出⼒に関わらず 要 要 要 要

なし

1m3/s以上 出⼒に関わらず 要 要 不要
※１

不要
※２

1m3/s未満
200kW以上 要 要 不要

※１
不要
※２

200kW未満
20kW以上 要 要 不要 不要

⼀般⽤
電気⼯作物 なし 規定なし

※３ 20kW未満 不要 不要 不要 不要
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◇費⽤負担ガイドラインの整備
系統の増強に関する費⽤負担の考え⽅がガイドラインにより制定

されています（令和3年２⽉改訂）。
基幹系統では、原則として⼀般負担（電⼒会社等）、基幹系統以

外では、⼀部を⼀般負担とすることとなりました。
詳細は、「発電設備の設置に伴う電⼒系統の増強

及び事業者の費⽤負担等の在り⽅に関する指針
（資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁令和３年２⽉）」を参照して下さい。

１．系統連系の⼿続き
系統連系に係る主な⼿続きの流れは以下のとおりです。
なお、⾼圧連系と低圧連系で⼿続きは異なります。

①事前相
談

連系方法
を電力会
社と協議

②接続検討

具体的な接続
協議

（高圧では費用
負担発生）

③系統連系
の申込

電力会社に
正式に系統
連系を申請

④契約の
締結

電力会社
と契約書
の締結

⑤連系検
査

連系時に
電力会社
が検査

２．接続契約の申込み
系統連系の申込みを⾏うと同時に接続契約の申込みが可能で

原則として3か⽉以内に回答があります。
電⼒会社は電圧や周波数、系統に与える影響など技術的な観

点から接続の可否と、接続に必要な概算費⽤の算定などを⾏い
ます。

なお、固定価格買取制度による⼿続きは、あらかじめ電⼒会
社から系統接続について同意を得る必要があります。

出典：風力発電導入ガイドブック（2008年2月改定第9版）／（NEDO）を基に作成

電⼒会社との⼿続き（系統連系）
○ 発電した電力を電力会社の送配電線に接続する際、電力系統に悪影響を及ぼさないように、電力会社と協議を行い、売電
に係る契約を結ぶ必要があります。

３．留意事項
系統連系に伴う接続⼯事において変電所や送配電線の増強が必要

な場合には発電事業者に多額の負担⾦が発⽣する場合もあります。
負担⾦の考え⽅については、新たに費⽤負担のガイドラインが整

備されました。負担額についてはこれらを踏まえ電⼒会社と⼗分に
詰めておく必要があります。また、⼯事負担⾦は共同負担とするこ
ともあります。

【系統連系の増強等に関する情報】
◇連系先の空き容量の開⽰
「特別⾼圧以下の各送変電設備に関し、空き容量を具体的な数値で

開⽰することが義務化された（平成27年12⽉）ため、各電⼒会社のﾎｰ
ﾑﾍﾟｰｼﾞにて具体的な空き容量（１カ⽉単位で更新）を⽬安として確認
することができます。各電⼒会社の空き容量の情報は、電⼒広域的運
営推進機関のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞから参照できます。
https://www.occto.or.jp/access/link/mapping.html
※詳細な連系制限の情報については、各電⼒会社に事前相談（無料）
にて確認する必要があります。事前相談は案件形成レベルの内容（設
置場所、発電出⼒等）があれば、所定の事前相談申込⽤紙に記載する
ことで容易に問い合わせが可能です。

◇標準的な⼯事負担⾦の単価の公表
⼯事負担⾦に含まれる標準的な単価が公表されました（平成28

年3⽉）。具体的な⼯事負担⾦は接続検討（有料）による確認が必
要ですが、事案によっては概略設計段階であれば参考として利⽤す
ることも考えられます。

詳細は、電⼒広域的運営推進機関のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを参照して下さい。
http://www.occto.or.jp/access/oshirase/2015/

電⼒会社

20



固定価格買取制度の⼿続き

○ 固定価格買取制度（FIT）は、電⼒会社に対し、再⽣可能エネルギー発電事業者から政府が定めた調達価
格・調達期間による電気の供給契約の申込みがあった場合には、応ずるよう義務づけるものです（法制度化・
FIT法）。

○ 政府による買取価格・期間の決定⽅法、買取義務の対象となる設備の認定、買取費⽤に関する賦課⾦の徴収・
調整、電⼒会社による契約・接続拒否事由などを、併せて規定。

再エネ特措法

(R3年度 3.36円/kWh)

再生可能エネルギー事業支援ガイドブック（令和２年度版）より作成

費用負担調整機関
（賦課金の回収・分配を行う機関）

国が定める期間、
固定価格で電気を買取り

再生可能エネルギー
による電気を売電 電気を供給

電気料金と合わせて
賦課金を支払い

回収した

賦課金を納付
買取費用
の交付

・設備を認定

（安定的かつ効率的に
発電可能かどうか等を

国が確認。

要件を満たさなくなった
場合には認定取消し。）

調達価格等算定委員会

電気をご利用の
皆様

自宅で発電される方

再生可能エネルギーに
よる発電を事業として
実施される方

買取価格・買取期間について意見

調達価格等算定委員会の意見を尊重して
買取価格・買取期間を設定（毎年度）

kWh当たりの賦課金
単価の決定（毎年度）

電力会社

経済産業大臣
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事業計画認定について
○ 制度創設により新規参⼊した再⽣可能エネルギー発電事業者の中には、専⾨的な知識が不⾜したまま事業を開始

する者も多く、安全性の確保や発電能⼒の維持のための⼗分な対策が取られない、防災・環境上の懸念等をめぐり
地域住⺠との関係が悪化する等、種々の問題が顕在化しました。そこで、適切な事業実施の確保等を図るため、
2016年6⽉に再エネ特措法を改正し、再⽣可能エネルギー発電事業計画（以下単に「事業計画」という。）の認定
制度が創設されました。

新たな認定制度では事業計画が下記を満⾜する場合、経済産業⼤⾂が認定を⾏う。
①再⽣可能エネルギー電気の利⽤の促進に資するもの
②円滑かつ確実に事業が実施されると⾒込まれるもの
③安定的かつ効率的な発電が可能であると⾒込まれる場合
さらに、この事業計画に基づく事業実施中の保守点検及び維持管理並びに事業終了後の設備撤去及び処分等の適切な実施の
遵守を求め、違反時には改善命令や認定取消しを⾏うことが可能とされている。

事業計画認定のポイント

事業計画の主な認定基準
項⽬ 内 容

⼟地の確保 再⽣可能エネルギ⼀発電設備を設置する場所について所有権その他の使⽤の権原を有するか、⼜はこれを確実に取得する
ことができると認められること、調達期間が終了するまでの間、同⼀の設置場所で発電を⾏う計画であること

分割禁⽌ 特段の理由がないのに同⼀の場所において複数の再⽣可能エネルギ発電設備を設置しようとするものでないこと

設備の決定 認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電設備が決定していること

接続同意 再⽣可能エネルギー発電設備を電気事業者が維持し、及び運⽤する電線路に電気的に接続することについて電気事業者の
同意を得ていること

保守点検及び維持管理 再⽣可能エネルギー発電設備を適切に保守点検及び維持管理するために必要な体制を整備し、実施するものであること

設備の廃棄 再⽣可能エネルギー発電設備の廃棄その他の認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業を廃⽌する際の発電設備の取
扱いに関する計画が適切であること

関係法令の遵守 関係法令（条例を含む）の規定を遵守すること

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_
and_new/saiene/kaitori/fit_nintei.html?learn

資源エネルギー庁 納得再生可能エネルギー
固定価格買取制度 新規認定

再エネ特措法

詳しくは事業計画策定ガイドライン（小水力）2021年4月改訂を参照して下さい

再生可能エネルギー固定価格買取制度等ガイドブック（2021年度版）より作成
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電気事業法・固定価格買取制度・事業計画の⼿続き
○ 設置の検討から電⼒供給開始まで様々な⼿続きがあり、国からの事業計画認定に当たっては、あらかじめ電⼒会

社から系統接続について同意を得る必要があります。

固定価格買取制度上の⼿続き電気事業法保安規制
その他の⼿続き 国（経済産業省）への⼿続き電⼒会社への⼿続き

事業計画ガイドラインを踏まえて事業計画を⽴てる
（事業計画策定ガイドライン（⽔⼒発電）（資源エネルギー庁））

⽴地と設備について詳細を検討する電⼒会社に連系希望地点付近の系統状況について簡易検討
（事前相談）を申し込み

（省略可・無料１か⽉）

電⼒会社に接続検討を申し込み
（22万円・回答は原則として３か⽉以内）
同時に接続契約の申し込みが可能

電⼒会社の対応
（受付 → 接続検討 → 検討結果回答）

意思表明書の提出

電⼒会社の対応
（受付 → 検討・⼯事設計 → ⼯事負担⾦の算出）

接続契約の締結
（⼯事費負担⾦の額の確定）

経済産業省に事業計画認定の申請

接続の同意を証する書類
の提出

⼯事負担⾦⽀払い

着⼯

完成

試運転・電⼒供給開始

定期報告

経済産業省から事業計画の認定を受ける 調達価格の決定
運転開始期限の
カウント開始

調達期間の
カウント開始

電⼒会社に
特定契約の

申込み

電気事業法に基づく主任技術
者の選任、保安規定の届出お
よび⼯事計画の届出、検査等
については各電源ごとに異な
るため、所管の産業保安検査

部に確認

特定契約の
締結

年２回発電所の運転報告を⾏
う（⾃家⽤発電所運転半期
報︓1,000kW以上の設備の
み）とともに、電気事故が

あった場合連絡。また、出⼒
変更等があれば、各経済産業
局・産業保安監査部・電⼒会

社等に⼿続きが必要。 再生可能エネルギー固定価格買取制度等
ガイドブック（2021年度版）より作成

再エネ特措法
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３．小水力発電施設導入事例

農業水利施設を活用した小水力発電の様々な事例について取りまとめました
〇農業⽔利施設（既存のダムや⽔路）を活⽤した発電事例
〇農業⽔利施設を活⽤した⺠間企業等による発電事例
〇発電⽤⽔利権の取得や「相乗り発電」による発電事例
〇地産地消型の発電事例地産地消型の取り組み事例
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農業⽔利施設（ダム）を活⽤した発電事例

〇 ダムの落差を利⽤した⼩⽔⼒発電施設（⼤平沼発電所︓福島県）

取水施設

小水力発電
施設

大平沼

(導水管）
L=４７５ｍ【鋼管φ８００】
有効落差 ４６．２ｍ

大平沼発電所

設置箇所

発電所

発電施設

設置地点

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

流
量

(m3/s)

5/6～5/20：1.867 m3/s

1.60 m3/s※ 5/21～9/6：0.915 m3/s

取水は、かんがい用水及び大平沼管理放流に
従属して行う。

発電用水（ダム取水量に従属）
※最大発電使用水量

9/7～5/5：0.130 m3/s9/7～5/5：0.130 m3/s

期別水量

国営会津北部農業水利事業では、大平沼の老朽化し
た取水施設の改修にあたって、大乎沼ダムの取水口と放
水口の間には約50mの標高差があり、水力発電に適して

いることから、維持管理費の軽減を図るためかんがい用水
に従属した形での小水力発電を併せて導入することにした。

発生した電力は、専用線により一旦東北電力喜多方変
電所に送電し、同社の送配電線を利用して各土地改良
施設へ供給される。

発電所の運転は、会津北部地区のダムや頭首工等の
他の施設と同様に、会津北部土地改良区に隣接して設
置した会津北部中央管理所において、遠方自動制御によ
り行っている。
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